
表4 溶出試験結果（浸出用液水）  

No．   液量  

（mL）   Pb  Cd  Hg   Sb   As   Zn   

45   117  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

2   63   67  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

3   560   224  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

4   380   190  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

5  1000  366  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

6   580   248  60℃・30分  nd   nd   nd   nd nd   nd   

7   62   31  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

8   200   6申  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

9   134   67  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

10  2700  794  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

四  2640  693  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

12  2590  693  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

13  1500  610  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

14  1500  610  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

15  770   311  9．5℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

16  870   318  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

17  1180  485  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

18  1860  609  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

19   84   42  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

20   90   45  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

21   86   43  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

22  2500  769  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

23  6370  3960  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

24  2430  670  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

25  3000  849  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

26  2400  771  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

27  2170  826  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

28  3060  896  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

29  10500  1988  95℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

30  200   100  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

31   124   62  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

32  172   86  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

33  345   240  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

34  140   122  60℃・30分  nd   nd   nd   nd   nd   nd   

定量下限（〃g／mL）  0．ql  0．001  0．001  0．001  0．001  P・01   

注）ndは、定量下限以下。  
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表5 溶出試験結果（浸出用液4％酢酸）  

溶出濃度（〃g／mL）  備考  

表面積 （cm2）  溶出条件  

Pb  Cd  Hg  Sb   As   Zn  

95℃・30分  0．16  nd  nd   nd   nd   nd  

（汀   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

224   95℃・30分  

190   60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

366   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

2－48   60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

〔，6   60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

67   60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

7（）4   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

6（）3   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

6（）3   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

610  

6］＿0  

3］1   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

3］．8   95℃■30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

4∈；5   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

6（伯   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

4二2   60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

4Jう   60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

4二〕   60℃■30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

769   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

3960  95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

670   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

849   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

771  

826  

896   95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

19さi8  95℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd  

100   60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

6；三   60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

8（i   60℃・30分   nd   nd   nd   nd   nd   nd   ※   

240   60℃・30分  0．03   nd   nd  0．008   nd   nd   ※   

122   60℃・30分  0．11   nd   nd  0．003   nd   nd   ※   

限（〃g／mL）  0．01  0．001  0．001  0．001  0．001  0．01  

No．   
液量 表面手  

（mL）（cm2）   

45   117  

2   63   （汀   

3   560   224   

4  380   190   

5  1000  366   

6   580   2－48   

7   62   

8   132   〔，6   

9   134   67   

10  2700  7（）4   

2640  6（）3   

12  2590  6（）3   

13  1500  610   

14  15o  6］＿0   

15  770   3］1   

16  870   3］．8   

17  1180  4∈；5   

18  1860  6（伯   

19   84   4二2   

20   90   4Jう   

21   86   4二〕   

22  2500  769   

23  6370  3960   

24  2430  670   

25  3000  849   

26  2400  771   

27  2170  826   

28  3060  896   

29  10500  19さi8   

30  200   100   

田  124   6；三   

32  172   8（i   

33  345   240   

34  140   122   

定量下限（〃   

注）nd：定量下限以下  

－：試験を実施せず  

※：純水による溶出試験終了後の試料を4％酢酸の溶出試験に用いた  
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2．金属製器具・容器包装に関わる規格基準  

の検討  

1）現行法の規格基準   

食品衛生洛では「食品、添加物等の規格基  

準第3器具及び容器包装」において器具・  

容器包装の規格基準が定められている。 その  

うち、金属製器具・容器包装に関わる項目は  

以下の通りである。  

この限りでない。   

これらの規格の多くは戦後の混乱期に制定   

されたものであり、現在の安全性の観点から   

問題点が指摘されている。そこで、これまで   

の研究結果をもとに現行の規格基準の内容   

について検討を行った。   

2）メッキ用スズ、一般金属及びハンダの鉛  

含有量   

FAO／WHO合同食品添加物専門家委員会  

（JECFA）は、1986年、1993年及び1998年  

に鉛のリスク評価を行い、暫定耐容週間摂取  

量を0．025mg／kg体重としている。この暫定  

値は成人（体重60kg）一日あたりに換算する  

と約0．2mgとなる。一方、成人一日あたりの  

食事からの推定摂取量は0．015～0．1mgであ  

り、耐容摂取量との差は小さい。しかも、鉛  

は環境を広く汚染しており、水、空気等から  

も暴露を受ける。   

そこで、WHOは食品への鉛の混入を極力  

（ 抑えて鉛摂取量を低減するために公衆衛生  

対策を勧告したが、その中で食品と接触し  

て使用される器具及び容器包装については  

鉛を使用しないこととしている。   

これを受けて、mO／WHO合同食品規格委  

員会（Codex）は食品中の鉛汚染防止及び低減  

化について検討を行い、2004年に「食品中の  

鉛汚染防止及び低減化に関する行動規範」2）  

を採択した。この中で、食品加工施設内の食  

品又は飲料に触れる表面部分には食品グレー  

ドの金属を用いること、施設内の機器の修理  

の際に鉛入のハンダを用いないこと、食品グ  

レードの装置が壊れたときに非食品グレード  

の装置で代替しないこと、鉛ハンダを用いた  

金属缶を使用しないことなどが記載されてい  

る。   

また、欧州評議会もWHOの勧告をもとに、  

2002年「金属及び合金に関する政策綱領」を  

A器具若しくは容器包装又はこれらの原材料  

一般の規格  

1器具は銅若しくは鉛又はこれらの合金が削  

り取られるおそれのある構造であってはな   

らない。  

2 メッキ用スズは、鉛を5％以上含有しては   

ならない。  

3鉛を10％以上又はアンチモンを5％以上含   

む金属をもって器具および容器包装を製造   

又は修理してはならない。  

4器具若しくは容器包装の製造又は修理に用   

いるハンダは、鉛を20％以上含有してはな   

らない。ただし、缶詰用の缶の外部に用い   

るハンダについては、サニタリー缶にあつ   

ては鉛を98％、サニタリー缶以外の缶にあ   

っては鉛を 60％まで含有することは差し   

支えない。  

6電流を直接食品に通ずる装置を有する器具   

の電極は、鉄、アルミニウム、白金及びチ   

タン以外の金属を使用してはならない。た   

だし、食品を流れる電流が微量である場合   

にあっては、ステンレスを電極として慣用   

することは差し支えない。  

F．器具及び容器包装の製造基準  

1銅製又は銅合金製の器具及び容器包装は、   

食品に接触する部分を全面スズメッキ又は   

銀メッキその他衛生上危害を生ずるおそれ   

のない処置を施さねばならない。ただし、   

固有の光沢を有し、さびを有しないものは  
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決議し、その技術文書である「食品接触材料  

として使用される金属及び合金に対するガイ  

ドラインJ：j）の中で、食品に接触する物質  

中の鉛の使用はすべて取り止めるか避ける  

べきであり、全体または部分的に鉛を含む  

部品、修理のための鉛ハンダ 、食品に接触  

するハンダ付けされた缶の鉛ハンダの使用  

などについて、食品接触用途に鉛を使用す  

るべきではないと勧告している。   

このような食品と接触して使用される器  

具・容器包装からの鉛の排除という国際的な  

流れの中で、我が国においても、現行の器具・  

容器包装の規格基準を国際的な動向に対応し  

た十分に安全性が確保できるものに改正する  

ことが極めて重要となってきた。   

そこで、「A器具若しくは容器包装又はこれ  

らの原材料一般の規格」に記載されるハンダ、  

製造又は修理に用いる金属及びメッキ用スズ  

について、その鉛含有量規格を検討した。  

①ハンダ   

ハンダは、金属同士を接合するために使用  

される融点の低い合金であり、食品用器具・  

容器包装としては食品機械、厨房機器、金属  

缶などで金属材料の接合に使用されている。  

従来は、鉛とスズを主成分としており、低温  

で溶融する必要がある場合には鉛の含有量の  

低いものが使用される。   

現行法の「A一般の規格4」において「器  

具若しくは容器包装の製造または修理に用い  

るハンダは、鉛を20％以上含有してはならな  

い。ただし、缶詰用の缶の外部に用いるハン  

ダについては、サニタリー缶にあっては鉛を  

98％、サニタリー缶以外の缶にあっては鉛を  

60％まで含有することは差し支えない。」と  

規定し、食品との接触部位については鉛含有  

量を20％未満に制限してきた。   

しかし、鉛の人体に対する有害性や環境に  

対する悪影響の問題から、近年では鉛を含ま  

ない「鉛フリーハンダ」が開発され広く使用  

されるようになってきた。鉛フリーハンダは  

スズを主成分とし、銀、銅、ビスマス、亜鉛、  

アンチモン、インジウムなどを副成分とする  

合金である。   

食品用器具・容器包装の分野でも、新しく  

製造される製品は、食品接触面についてはほ  

ぼ鉛フリーハンダに切り替えられている。ま  

た、缶詰用の缶についてもすべて鉛フリーハ  

ンダまたはハンダを用いない缶に切り替えら  

れた。   

Codexの「食品中の鉛汚染防止及び低減化  

に関する行動規範」2）では、食品加工施設内  

の機器の修理の際に鉛入のハンダを用いない  

こと、鉛ハンダを用いた金属缶を使用しない  

ことなどが記載されている。また、欧州評議  

会の「食品接触材料として使用される金属及  

び合金に対するガイドライン」3）の中でも、  

食品に接触する物質中の鉛の使用はすべて  

取り止めるか避けるべきであり、修理のた  

めの鉛ハンダ 、食品に接触するハンダ付さ  

れた缶の鉛ハンダの使用など、食品用に鉛  

を使用するべきではないとしている。しか  

し、これらの勧告では鉛を使用しないこと  

と記載しているが、限度値の設定は行って  

いない。   

一方、米国のFDAFoodCodeの4－101．18  

ハンダ及び融剤中の鉛の使用制限では  

「0．2％を超える鉛を含有するハンダ及び  

融剤は食品接触表面に使用してはならな  

い」として、数値で限度値を設定している。   

我が国で用いられるハンダについては、  

JIS規格 Z3282（はんだ一化学成分と性状）  

において、「鉛フリーハンダは固相線温度が  

450℃以下の溶加材で、鉛を含まないスズ系  

ハンダの総称であり、スズ、亜鉛、アンチ  

モン、インジウム、銀、ビスマス、銅から  

なる鉛分0．10％以下のハンダ」と規定して  

－19－   



②器具・容器包装の製造又は修理に用いる   

金属   

器具・容器包装の製造または修理に用いる  

金属としては、鉄、ステンレス、アルミニウ   

ム、銅、銀、スズなどがある。これらの金属   

は、合金として意図的にまたは不純物として  

非意図的に鉛を含有する可能性がある。そこ   

で、現行法では「鉛を10％以上含む金属をも  

って器具及び容器包装を製造又は修理しては  

ならない」と規定している。   

一方、前述のCodexの「食品中の鉛汚染防  

止及び低減化に関する行動規範」2〉では、食  

品加工施設内の食品又は飲料に触れる表面部  

分には食品グレードの金属を用いることとし  

ている。ただし、食品グレードの金属の定義  

は明確ではない。また、欧州評議会の「金属  

及び合金に関する政策綱領」3）では、食品に  

接触する物質中の鉛の使用はすべて取り止  

めるか避けるべきであるとしている。   

しかし、ハンダと同様に「鉛を使用しな  

いこと」という規格にすると、製品から微  

量の鉛が検出された場合に使用したのか汚  

染したのか判別は難しく、鉛含有量を規格  

値として設定されることが望まれる。   

米国のFDAFoodCodeの4－101．17では、  

ピューター合金中の鉛について、0．05％を  

超える鉛を含有するピューター合金は食品  

接触表面として使用してはならないとして  

いる。1）   

我が国の金属製器具・容器包装に用いる金  

属原料について、JIS規格上の各原材料の鉛  

含有量を確認した結果、「ステンレス銅棒（JIS  

G4303）」では、Pbを添加した快削鋼を基本  

的に使用していないため、鉛を含有するもの  

はなかった。「銅及び銅合金の板及び条（JISH  

3100）」では、銅合金中の鉛含有量は0．01～  

3％以下の範囲であるが、食品接触用途には主  

に0．1％以下である。「アルミニウム合金の板  

いる。   

「鉛を使用しないこと」という規格にす   

ると、製品から微量の鉛が検出された場合   

に使用したのか汚染したのか判別が難しく、   

特に輸入品では判別不可能である。そこで、  

使用しないことと同等のレベルとなる規格  

値として設定されることが望ましい。   

規格値と しては、FDA Food Code  

4・101．18のハンダ中の鉛含有量0．2％未満  

があり、この数値であれば、鉛の含有量を  

現行の1／100 と十分に低く抑えることが出  

来る上、JISの鉛フリーハンダ（鉛0、10％以  

下）または相当品を使用することにより規  

格に適合することができる 。また、米国と  

も整合性がとれることとなる。   

一方、缶詰用缶に関する「缶詰用の缶の外  

部に用いるハンダについては、サニタリー缶  

にあっては鉛を98％、サニタリー缶以外の缶  

にあっては鉛を 60％まで含有することは差  

し支えない」というただし書きについては、  

Codex の行動規範や欧州評議会決議において  

缶詰缶に特例を設けることは望ましくないと  

している。 また、我が国では、すでに缶詰缶  

に鉛含有ハンダは使用されていない   

－）ことから、これらのただし書きは削除す  

ることが適当である。   

以上のことから、当該規格は、現行の「器  

具若しくは容器包装の製造又は修理に用いる  

ハンダは、鉛を20％以上含有してはならない。  

ただし、缶詰用の缶の外部に用いるハンダに  

ついては、サニタリー缶にあっては鉛を98％、  

サニタリー缶以外の缶にあっては鉛を 60％  

まで含有することは差し支えない。」から、  

「器具若しくは容器包装の食品と接触する  

部分の製造または修理に用いるハンダには、  

鉛を0．2％を超えて含有してはならない」に  

改正することが適当と考えられる。  
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及び条（JIS H4000）」では鉛を構成元素とす   

ることは認められておらず、その他の元素と   

して0．05％以下に制限されている。アルミ合  

金鋳物（JISH5202）では、鉛の含有量をAC3A   

では 0．10％以下、AC4C 及びAC7A では  

0．05％以下としている。スズ地金（JISH2108）  

では、2種以上のグレードで鉛の含有量を  

0．05％以下と規定している1）。   

各種金属製器具・容器包装の実態調査に  

おいて、材質表面の鉛組成比は全試料で検  

出限界（0．1％）未満であり、材質試験でも試  

験を行ったアノンミニウム及びステンレス製  

品各3試料では検出限界の0．01％以下であ  

った。また、ピューター合金製品は材質試  

験で鉛の含有が認められたが、含有量は  

0．08及び0．03％と微量であった。すなわち、  

現在製造されている器具・容器包装の金属  

材料の大部分は、鉛を含有していないか極  

めて微量と判断された。   

以上の規格や調査結果から、金属製器  

具・容器包装に使用される金属材料中の鉛  

含有量の限度値は 0．1％が妥当と考えられ  

た。これにより鉛の限度値は現行の1／100  

に引き下げられることになる。   

そこで、当該規格の鉛に関する部分は、  

現行の「鉛を10一％以上含む金属をもって器具  

および容器包装を製造または修理してはなら  

ない」から「鉛を0．1％を超えて含有する金  

属をもって器具及び容器包装の食品と接触す  

る部分を製造又は修理してはならない」に改  

正することが適当と考えられる。  

③メッキ用スズ   

メッキは腐食性金属の腐食を抑制するた  

めに金属表面に作られた非腐食性金属の皮  

膜であり、銀、スズ、ニッケル、亜鉛など  

が使用される。食品用途では、スズが汎用  

されており、鉄にスズメッキしたものはブ  

リキと呼ばれている。   

以前は、食品用途の器具・容器にブリキ   

が広く使用されており、缶詰用の金属缶も   

すべてブリキで製造されていた。しかし、  

最近ではステンレス等の非腐食性の材質が  

使用されることが多くなり、また金属缶に  

ついてもティンフリー鋼板、アルミニウム   

などが増加している。   

かつては技術上の問題で鉛を含有したス  

ズを用いないとメッキができなかった。そ  

のため、現行法では「メッキ用スズは鉛を  

5％以上含有してはならない」と規定して鉛  

の混合割合を制限してきた。しかし、近年  

の技術の向上により、鉛を含有しない純スズ  

を用いてもメッキが可能となった。そのため、  

現在では、金属製器具及び容器包装のメッキ  

には、鉛を配合していない純スズが使用され  

る。   

メッキ用スズに使用されるスズは主に日本  

工業規格JISH2108のすず地金であり、それ  

には5種類のグレードが設定されている。こ  

れらのスズ中の鉛組成は、特殊A O．003％以  

下、特殊BO．02％以下、1種0．04％以下及び  

2種0．05％以下である。ただし3種には鉛含  

有量が規定されていないので、一般に食品用  

途には2種以上が使用される。   

Codexの「食品中の鉛汚染防止及び低減化  

に関する行動規範」2）では、食品用缶に用い  

るスズは国際規格における鉛の最大許容量に  

合致するものでなければならないとし、  

ASTMがグレードAのスズとして鉛限度値  

0．010％を設定していることが示されている  

2）。一方、国際標準規格ISOl1949（低温電  

気スズメッキ板）（1995）では純度99．85％の  

スズで鉛含有量0．05％以下、純度99．90％の  

スズで鉛含有量0，01％以下と規定している。   

缶詰は、食品を充填後高温で加圧加熱滅菌  

し、そのあと長期間保存される。そのため、  

金属缶のメッキから食品に鉛が移行しやすく、  
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鉛含有量が低いことが特に求められる。   

我が国の食品衛生法では、金属缶について  

「A一般の規格」とは別に「D材質別規格」  

において、鉛の溶出量を0．4〟g／ml以下とい   

う規格を設定しており、スズメッキやハンダ   

を含む金属缶全体の鉛溶出量を厳しく規制し   

ている。   

そのため、一般規格で規定するメッキ用ス  

ヾ ズの鉛限度値については、必ずしも金属缶を   

ターゲットとする Codexの行動規範ほど厳   

しくする必要はないと考えられる。そこで、  

鉛が配合されておらずその含有量が規定され  

ている、JISH2108すず地金の2種と同等か  

それ以上のグレードのものを使用することが  

望ましく、一般規格の鉛限度値は0．1％が妥  

当と考えられる。これにより鉛の限界値は現  

行の1／50に引き下げられることになる。   

そこで、当該規格の鉛に関する部分は、  

現行の「メッキ用スズは、鉛を5％以上含有  

してはならない。」から、「メッキ用スズは、  

鉛を 0．1％を超えて含有してない。」に改正  

することが適当と考えられる。  

3）一般金属のアンチモン含有量   

現行の「A一般の規格」では、器具及び容  

器包装を製造又は修理する金属については上  

記の鉛含有量だけでなく、アンチモン含有量  

についても 5％以上含んではならないとして  

いる。   

かつて自動販売機の修理に用いたハンダが  

アンチモンを含有していたことにより、オレ  

ンジジュー スにアンチモンが混入し、幼児が  

嘔吐、腹痛などを起こした事例による4）。  

また、米国ではアンチモンを2．88％含有する  

ホウロウ製の容器に保存されていたレモネー  

ドを翌日に飲んだ70人がアンチモンによる  

中毒を発症し、56人が病院に搬送された。症  

状としては胃の焼けるような痛み、症痛、吐  

き気、嘔吐であり、ほとんどが3時間以内に   

回復した。レモネード中のアンチモン濃度は   

0．013％で、一人あたりの摂取量はおよそ36  

mgであった5）。  

このようにアンチモンは毒性が強く、急性  

経口摂取では激しい嘔吐、粘膜壊死、下痢、  

体温低下が見られ、中毒量は0．06gで直ちに  

唱吐、0．5～】gで死亡するといわれている。   

また、慢性経口摂取ではタンパク尿、黄痘、  

心臓・肝臓・腎臓の障害がみられる。   

WHOの水質ガイドライン（2003）では、ラッ  

トに酒石酸アンチモニルカリウムを90 日間  

飲水投与した亜慢性毒性試験から、アンチモ  

ンの無毒性量（NOAEL）を6mg／kg体重／日、耐  

容一日摂取量（TDI）を6トtg／kg体重としている。   

水道水について、WHO では暫定値0．005  

mg／1、我が国では水質管理目標0．015mg／1、  

米国環境保護庁では最大許容汚染濃度の最終  

目標値0．006mg／l、欧州委員会では最大許容  

濃度0．01mg／1が設定されている。 また、食  

品衛生法の器具・容器包装の規格基準では、  

ポリエチレンテレフタレート（PET）製器具・容  

器包装からのアンチモンの溶出限度値を0．05  

Pg／ml（mg／1）と規定している。   

アンチモンの毒性は鉛とほぼ同レベルの強  

い毒性をもっことから、含有量の限度値の引  

き下げについても検討を行った。しかし、ア  

ンチモンの使用頻度や環境汚染等が高くない  

ため、ヒトヘの暴露量は高くなく、耐容摂取  

量との間に十分なマージンがある。   

そのため鉛のように緊急な問題とはされて  

おらず、海外の器具・容器包装の規格におい  

てもアンチモンの限度値が設定されていると  

ころは見られなかった。一方、スズ合金であ  

るビュー一夕一にはアンチモンが数％配合され  

ているが、これらのジョッキ、カップ等は世  

界的に流通している。   

以上のことから、アンチモン含有量の限度  

値をすぐに引き下げることは必ずしも適当で  
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はないと考えられた。そこで、「アンチモン  

を 5％以上含む金属をもって、器具及び容器  

包装の食品と接触する部分を製造または修理  

してはならない」と一部のみを改正すること  

が適当である。   

ただし、現行の規格では鉛の限度値とアン  

チモンの限度値が一つの規格の中に並列で記  

載されているが、鉛は原則として使用しない  

または出来る限り低く抑えるという意味があ  

り、アンチモンについてはここまでの配合を  

認めるというものであることから、両者は別  

の項目とするのが望ましい。  

4）銅製または銅合金製器具・容器包装   

銅製または銅合金製器具・容器包装につい  

ては、「器具・容器包装の規格基準 F 製造  

基準1」において、 「その食品に接触する  

部分を全面スズメッキ又は銀メッキその他  

衛生上危害を生ずるおそれのない処置を施  

さなければならない。ただし、固有の光沢  

を有し、かつ、さびを有しないものはこの  

限りではない」と規定されている。   

この基準は、銅の酸化によって生じる緑  

青が有毒であると考えられていたため、銅  

または銅合金の表面に緑青が生じないよう  

に定められたものである。   

その後、銅の安全性に関する研究として、  

青銅及び緑青を動物に投与する急性及び慢  

性毒性試験、並びに天然緑青（塩基性炭酸  

銅、硫酸銅）を用いた経口投与による実験  

が行われた。いずれの実験も成長率、生存  

率、妊娠、出産などへの作用は見られず6）  

7）従来考えられていた猛毒はまちがいであ  

るとの結論が出された。   

厚生省（当時）でも昭和56年から3年間「銅  

酸化物の生体におよぼす影響に関する研究」  

を行ない、急性経口毒性（LD5。値）は塩基性炭  

酸銅で540mg／kgと弱く、慢性毒性試験にお  

いても成長率、生存率への影響、催奇形性、  

発ガン性等の所見は見られず、過去の研究  

結果と一致した8）－～4）。そこで、昭和59年、  

厚生省は緑青猛毒説は誤りであると発表し  

たが、上記の製造基準については見直しが  

行われないまま現在に至っている。   

一方、国際食品規格（Codex）ではスズの安  

全性を問題にしており、2005年「缶詰食品  

中の無機スズ汚染の予防と低減のための行  

動規範（Code of Practice for the Preven－  

tion and Reduction of Inorganic Tin  

Contaminationin Canned Foods）」10）を定  

め、また缶詰食品及び缶詰飲料中のスズの最  

大許容量の規格設定に向けて検討を進めいる。   

銅製器具については、食品衛生法によりス  

ズまたは銀メッキが義務づけられているが、  

高温で使用する鋼板やたこ焼き器などでは、  

銅表面が極度に高熱化してメッキが剥がれ易  

くなり、剥がれたスズが食品に混入する可能  

性がある。そのため、用途によっては、メッ  

キ処理を行っていないほうが安全性が高いと  

いえる。   

ただし、銅製品についてはまれに吐き気、  

嘔吐、下痢等の食中毒が報告されている－】）、  

12）。内面の損傷等がある銅製器具を用いて、  

カレー等の食品を長時間保存したり、焼きそ  

ばなどで酸性のソースを使用したり、また洗  

浄後の水切りが不十分で水が溜まっていたな  

どにより、大量の銅イオンが溶出して食品へ  

移行し発症したものと推定されている。   

そのため、水分を多く含んだ食品と比較  

的長い時間接触する鍋類等では、器具類の  

取扱いが適切でなかった場合を想定すれば、  

メッキ処理は必要と考えられる。しかし、  

すべての銅製及び銅合金製器具・容器包装  

にメッキ処理を課すのでなく、高温で剥離  

し易い用途ではメッキをしないなど、用途  

に応じて使い分けることが望まれる。   

そこで、製造基準における「銅製又は銅  
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合金製の器具および容器包装は、食品に接  

触する部分を全面スズメッキ又は銀メッキ  

その他衛生上危害を生ずるおそれのない処  

置を施さねばならない。ただし、固有の光  

沢を有し、さびを有しないものは、この限  

りでない。」については、「銅製又は銅合  

金製の器具および容器包装は、その食品に  

接触する部分を全面スズメッキまたは銀メ  

ッキなどの処置を施さねばならない。ただ  

し、固有の光沢を有するもの、又は高温で  

使用するものは除く。」と修正することが  

適当である。   

また銅製器具・容器包装の製造者は、銅  

製器具による中毒事故を防止するため、鍋  

の中に長時間食品を保存しない、妙め物に  

は使用しない、酸性又はアルカリ性の食品  

の使用を避ける、使用後はよく洗浄して乾  

燥させるなど銅の特性を踏まえた正しい使  

用方法をさらに周知徹底させる必要があろ  

う。  

D．結 論   

食品衛生法の金属製器具・容器包装に関わ  

る規格基準についていくつかの問題が指摘さ  

れてきた。そこで、平成17及び18年度の本  

研究において、金属製器具・容器包装に関わ  

る業界団体の自主基準及び使用される金属材  

料のJIS規格、海外における規制及び勧告、  

流通する金属製晶の表面組成、材質試験、溶  

出試験などを実施した。   

それらをもとに現行の規格基準の検討を行  

い、鉛含有量の規格値をメッキ用スズ及び器  

具・容器包装の製造又は修理に用いる金属に  

ついては0．1％未満、ハンダについては0．2％  

未満と、現行より大幅に引き下げることが適  

当であり、また銅または銅合金製品のメッキ  

については高温で使用する製品に強制するこ  

とは必ずしも適当ではないと結論した。   

そこでこれらに基づき、規格基準の改正原  

案を作成し、その新旧対照表を表6に示した。  

今後、これらの改正原案をもとに金属製器  

具・容器包装に関わる規格基準の改正が検討  

され、すみやかに実施されることを期待する。   



表6 食品衛生法：第3 器具及び容器包装の規格基準・新旧対照表  

現  行   改  正   （案）   

L 器具若しくは容器包装又はこれらの原材料  A 器具若しくは容器包装又はこれらの原材料   
一般の規格   一般の規格   

器具は、銅若しくは鉛又はこれらの合金が  

削り取られるおそれのある構造であっては  
ならない。   

メッキ用スズは、鉛を5％以上含有しては  2 メッキ用スズは、鉛を0．1％を超えて含有   
ならない。   してはならない。   

鉛を10％以上又はアンチモンを5％以上含  3 鉛を0．1％を超えて含有する金属をもって、   
む金属をもって器具及び容器包装を製造又   器具及び容器包装の食品と接触する部分を   
は修理してはならない。  製造又は修理をしてはならない。  

4 アンチモンを5％以上含む金属をもって、器  
具及び容器包装の食品と接触する部分を製造  
又は修理してはならよい。  

器具若しくは容器包装の製造又は修理に用  5 器具若しくは容器包装の食品と接触する部分   
いるハンダは、鉛を20％以上含有してはな   の製造又は修理に用いるハンダには、鉛を   
らない。ただし、缶詰用万雷市外部に用いる   0．2％を超えて含有してはならない。   
ハンダについては、サニタリー缶にあっては   

鉛を98％、サニタリー缶以外の缶にあって   
は鉛を60％まで含有することは差し支えな   
い。   

器具又は容器包装は、食品衛生法施行規則  
別表第1に掲げる着色料以外の化学的合成  
晶たる着色料を含むものであってはならな  
い。ただし、着色料が溶出又は浸出して食  
品に混和するおそれのないように加工され  
ている場合はこの限りではない。   

電流を直接食品に通ずる装置を有する器具  
の電極は、鉄、アルミニウム、白金及びチ  
タン以外の金属を使用してはならない。た  
だし、食品を流れる電流が微量である場合  
にあっては、ステンレスを電極として使用  
することは差し支えない。  

器具及び容器包装の製造基準   F器具及び容器包装の製造基準   

銅製又は銅合金製の器具及び容器包装は、  1銅製または銅合金製の器具及び容器包装は、   

その食品に接触する部分を全面スズメッキ   その食品に接触する部分を全面スズメッキ又   
又は銀メッキその他衛生上危害を生ずるお   は銀メッキなどの処置を施さねばならない。   
それのない処置を施さなければならない。   ただし、固有万死沢を有するもの、又は高温   
ただし、固有の光沢を有し、かつ、さびを  で使用するものは除く。   
有しないものは、この限りではない。  
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